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（円） （億円）

（年/月）

基準価額（分配金再投資）（左軸）

純資産総額（右軸）

保守型 やや保守型 普通型 やや積極型 積極型
騰落率 76.8% 55.9% 197.4% 122.5% 336.5%

平均年率リターン 3.6% 4.9% 7.1% 8.9% 9.7%
平均年率リスク 5.5% 6.4% 9.9% 10.3% 12.9%
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ファンドの運用状況のご報告（ 2 0 2 5年 7 - 9月）

ファンドのパフォーマンス

のむラップ・ファンドは、設定来、多くのお客さまにご愛顧
頂き、様々な相場環境を乗り越えて、堅調なパフォーマンス
を実現してきました。

設定来のパフォーマンス

四半期レポート

追加型投信/内外/資産複合
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ファンドの詳細は
野村アセットマネジメントの
ホームページよりご覧頂けます

期間：2010年3月15日（設定日）～2025年9月末、日次。やや保守型、やや積極型は2016年11月11日設定。基準価額（分配金再投資）ベース。平均年率リターン
やリスクは、設定月末来のデータを使用（リスクは月間変化率の標準偏差を年率換算）。標準偏差とは、平均的な収益率からどの程度値動きが乖離するか、値動きの
振れ幅の度合いを示す数値です。基準価額（分配金再投資）とは、当初設定時より課税前分配金を再投資したものとして計算した価額であり、ファンドの収益率を測
るためのものです。したがって、課税条件等によって受益者ごとに収益率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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のむラップ・ファンド四半期レポート
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上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

直近3ヵ月のパフォーマンス（2025年7-9月）

※実際のファンドにおける組入比率は、資産価格の上昇・下落や設定、解約の影響等により、上記の判断とは異なる増減となる場合があります。 

期間：2025年6月末～2025年9月末、日次。起点を100として指数化。 
基準価額（分配金再投資）ベース。基準価額（分配金再投資）については1ページをご参照ください。

3ヵ月ごとの見直し月である7月に、魅力度が改善傾向にある
「外国株式」などを増やし、悪化した「外国債券」などを減ら
しました。

運用経過（2025年7-9月）

当四半期は、米国と各国の貿易協議の進展が好感されたことや、FRB（米連邦準備制度理
事会）の利下げ期待が高まったことなどを背景に、内外株式、世界REIT、外国債券が上昇
しました。また、世界的な株高を受けた投資家のリスク選好姿勢の高まりや、日本の財政
支出の拡大が懸念されたことなどから円安となり、のむラップ・ファンドのパフォーマン
スは5コースすべてでプラスとなりました。
これらの投資環境を踏まえながら、これまでと同様に、分散投資とリスク管理を重視しつ
つ、運用にあたっては、長期的・中短期的リスクの観点から総合的に判断しました。

投資配分比率の見直し

長期的な観点

7月

中短期的
な観点 8月

9月

「外国株式」の過熱感がやや解消したため、「基本となる資産配分」
にやや戻す（増やす）べきと判断した一方で、「国内株式」は過熱感
が再度高まったため、やや減らすべきと判断しました。

「国内株式」の過熱感がやや解消したため、「基本となる資産配分」
にやや戻す（増やす）べきと判断しました。

「国内株式」の過熱感がやや高まったため「基本となる資産配分」よ
りもやや少な目とする（減らす）対応が妥当と判断しました。
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上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

ファンドを取り巻く投資環境
のむラップ・ファンドと各資産の騰落率（％）

各資産（国内株式、外国株式、世界REIT、国内債券、外国債券）は、ファンドが組み入れているマザーファンド（国内株式マザーファンド、外国株式MSCI-KOKUSAIマ
ザーファンド、世界REITインデックス マザーファンド、国内債券NOMURA-BPI総合マザーファンド、外国債券マザーファンド）の基準価額を基に算出。各ファンドは基
準価額（分配金再投資）ベース。基準価額（分配金再投資）については1ページをご参照ください。

＜直近3ヵ月＞

期間：2025年6月末～2025年9月末 期間：2024年9月末～2025年9月末

＜（ご参考）直近1年＞
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直近3ヵ月におけるコメント（2025年7-9月）

国内株式 米国との関税交渉に関する日本の負担軽減の特例措置適用や対中関税の一部延
期の動きに加え、米国のインフレ懸念が後退したことなどから上昇。

外国株式 米国と各国の貿易協議の進展が好感されたことや、FRBの利下げ期待が高
まったことなどを背景に上昇。

世界REIT 7月の米中古住宅販売件数が増加したことや、FRBの利下げ期待が高まった
ことなどを背景に、世界REIT市場は米国を中心に上昇。

国内債券
日米通商交渉で両国が関税率などについて合意に至り、通商政策を巡る不透
明感が後退したことなどを背景に、市場の一部で日銀の利上げ観測が高まっ
たことなどから、国内債券利回りは上昇（価格は下落）。

外国債券
7月の米非農業部門雇用者数の前月からの増加数が市場予想を下回るととも
に5、6月の同データが下方修正されたことや、パウエルFRB議長の発言など
からFRBの利下げ期待が高まり、外国債券利回りは低下（価格は上昇）。

為
替

米ドル
（対円）

日本の参議院選挙における連立与党の過半数割れや財政支出の拡大などが懸
念されたことや、米国と各国の貿易協議が進展し、投資家のリスク選好姿勢
が高まったことなどから、米ドルは対円で上昇（円安）。

ユーロ
（対円）

ウクライナでの停戦期待や、米中貿易摩擦への懸念後退などが下支え要因と
なったことから、ユーロは対円で上昇（円安）。

世
界
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ

世
界
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
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のむラップ・ファンドの特性「リスク・コントロール」

 のむラップ・ファンドは、リスク許容度に見合った水準でリスクをコントロールしています。
 各ファンドの5年リスク・リターンをみると、それぞれのリスク水準が一定範囲内に収まってい
ることが分かります。

各ファンドおよび各資産の5年リスク・リターン分布（円ベース）

期間：2010年3月末（設定月末）～2025年9月末
保守型、普通型、積極型は基準価額（分配金再投資）を基に算出。基準価額（分配金再投資）については1ページをご参照ください。やや保守型、
やや積極型は運用開始時期が異なるため記載していません。各資産（国内株式、外国株式、世界REIT、国内債券、外国債券）は、ファンドが組み入れているマ
ザーファンド（国内株式マザーファンド、外国株式MSCI-KOKUSAIマザーファンド、世界REITインデックス マザーファンド、国内債券NOMURA-BPI総合マザー
ファンド、外国債券マザーファンド）の基準価額を基に算出。リターン（年率）は過去60ヵ月の累積リターンを年率換算し、リスク（年率）は過去60ヵ月に
おける月間変化率の標準偏差を年率換算。標準偏差とは、平均的な収益率からどの程度値動きが乖離するか、値動きの振れ幅の度合いを示す数値です。

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

保守型 普通型 積極型

国内株式 外国株式 世界REIT

国内債券 外国債券

縦軸はリターン（年率）、横軸はリスク（年率）
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（万スウェーデンクローナ）

ニュース等で話題のノーベル賞は賞金が高額とのことですが、賞金は
どこからきているのでしょうか？

Q

A

一問一答

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。

ノーベル財団が長期にわたって複数の資産に投資する「長期分散投資」を
実践しており、「長期分散投資」から得られる利益などが賞金の主な原資
となっています。

スウェーデンのCPI（消費者物価指数）とノーベル賞の賞金額の推移

• ノーベル賞が始まった1901年
から2024年まで120年以上の
間に、スウェーデンの物価は
約72倍に上昇していますが、
ノーベル賞の賞金額も約73倍
に増えています。

• ノーベル財団は賞金額を物価
の上昇とほぼ同等に引き上げ
ながら、賞金の価値を守って
きたことが確認できます。

ノーベル財団の投下資本の市場評価額（名目）の推移

• ノーベル財団は運用目標に
「インフレ率+3％」を掲げ、
「長期分散投資」を実践して
います。

• その結果、投下資本の市場評
価額≒運用資産は1975年から
2024年にかけて約 40倍、
ノーベル賞が始まった1901年
と比較すると200倍以上に増
加しています。

インフレによってモノやサービスの価格が上がると使うお金も増えます。
「長期分散投資」で資産価値をインフレから守りつつ、利益を賞金等の原資にする

ノーベル財団の手法は、私たちの資産運用でも参考になりそうです。

期間：1901年～2024年、年次。スウェーデンのCPIは起点を100として指数化。

出所：スウェーデン統計局、THE NOBEL PRIZEホームページ、ノーベル財団「年次報告書」を基に野村アセットマネジメント作成。

期間：1975年～2024年、年次。

（ご参考）1901年の投下資本の市場評価額：約0.3億スウェーデンクローナ

2024年
約68億
スウェーデン
クローナ

＊ノーベル賞は、ダイナマイトの発明者として知られる スウェーデン出身のアルフレッド・ノーベル氏の遺言で1901年から始まった賞です。
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上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

▶ 資産運用では短期的な売買衝動に駆られることがありますが、心の癖を知
ることで、合理的な選択がしやすくなる可能性があります。

な る ほ ど
コ ラ ム

「短期的な誘惑」とどう向き合うか？

 例えば資産運用で含み益が出ていると、「今すぐに利益確定したほうがいいのでは？」と考えるこ
とがありますが、そう考えてしまうのは人として自然なことなのかもしれません。

 人の行動を主な研究対象とする行動経済学では、人には将来得られる大きな利益よりも、今すぐに
得られる小さな利益を優先する「双曲割引」という傾向があると言われています。

 人の傾向＝心の癖を理解することで、短期的な誘惑に惑わされず、合理的な選択がしやすくなるか
もしれませんので、一緒に考えてみましょう。

心の癖を理解するための「双曲割引」のイメージ

（出所）各種資料を基に野村アセットマネジメント作成

• 何のために資産運用をしてい
るのかを、改めて確認してみ
ましょう。具体的な目標があ
ると、短期的な誘惑に対する
ブレーキになります。

• 長期的な目標がある場合は、
長期的な視点に立ち戻り、冷
静に投資行動を見直すことが
重要です。

• 相場の短期的な変動に振り
回され、適切な資産配分を
崩してしまう可能性があり
ます。

• 「今得られる利益」を優先
してしまい、長期的な目標
（老後資金、家の購入、教
育資金など）の達成を遠ざ
ける可能性があります。

（ご参考）のむラップ・ファンド 投資開始時点別の騰落率の比較（2025年9月30日時点）

目標の再確認＆長期的な視点を持つ

双曲割引とは？
そうきょくわりびき

適切な資産配分の崩壊＆遠ざかる目標

短期的な誘惑との付き合い方双曲割引の落とし穴

0%

100%

200%

300%

400%

25

年
初

24

年
初

23

年
初

22

年
初

21

年
初

20

年
初

19

年
初

18

年
初

17

年
初

16

年
初

15

年
初

14

年
初

13

年
初

12

年
初

11

年
初

設
定
日
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のむラップ・ファンドの設定日および各年初来から直近までの投資開始時点別の騰落率を見ると、
投資期間が長くなるほどパフォーマンスが概ね堅調となる傾向が確認できました。

期間：2010年3月15日（設定日）～2025年9月30日。 保守型、普通型、積極型の基準価額（分配金再投資）を基に算出。基準価額（分配金再投資）については1ページを
ご参照ください。やや保守型、 やや積極型は運用開始時期が異なるため記載していません。

（例）1年後のダイエットの成果より、目の前にあるケーキを食べる喜びを優先

将来の利益・損失より、目の前の利益・損失を優先してしまう傾向

（
騰
落
率
）

（投資開始時点）
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のむラップ・ファンド四半期レポート

【ファンドの特色】

「のむラップ・ファンド」

○主要投資対象　「わが国の株式」

○対象指数　　　　「東証株価指数（TOPIX)（配当込み）」

配当込みTOPIX（「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社

ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証株価指数

（TOPIX）（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有し

ます。ＪＰＸは、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提

供、保証又は販売されるものではなく、本商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

○主要投資対象　「わが国の公社債」

○対象指数　　　　「NOMURA-BPI総合（NOMURA-ボンド・パフォーマンス・インデックス総合）」

NOMURA-BPI総合の知的財産権とその他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社に帰属しています。また、同社は

当該指数の正確性、完全性、信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。

○主要投資対象　「外国の株式」

○対象指数　　　　「MSCI-KOKUSAI指数（円ベース・為替ヘッジなし）」

MSCI-KOKUSAI指数（円ベース・為替ヘッジなし）は、MSCI-KOKUSAI 指数をもとに、委託会社が独自に円換算したものです。

MSCI-KOKUSAI指数は、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCI に帰属します。またMSCI は、同指

数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

○主要投資対象　「外国の公社債」

○対象指数　　　　「FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）」

FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）は、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、世界主要国の国債の総合収益率を各市場の

時価総額で加重平均した債券インデックスです。同指数はFTSE Fixed Income LLCの知的財産であり、指数に関するすべての権利はFTSE Fixed Income

LLCが有しています。

○主要投資対象　「世界各国のREIT」

○対象指数　　　　「S&P先進国REIT指数（配当込み、円換算ベース）」

S&P先進国REIT指数（配当込み、円換算ベース）は、S&P先進国REIT指数をもとに、委託会社が独自に円換算した指数です。

S&P先進国REIT指数はスタンダード＆プアーズ ファイナンシャル サービシーズ エル エル シーの所有する登録商標であり、野村アセットマネジメントに

対して利用許諾が与えられています。スタンダード＆プアーズは本商品を推奨・支持・販売・促進等するものではなく、また本商品に対する投資適格性等

に関しいかなる意思表明等を行なうものではありません。

＜世界各国のREIT＞
世界REITインデックス

マザーファンド

＜国内株式＞
国内株式マザーファンド

＜国内債券＞
国内債券NOMURA-BPI総合

マザーファンド

＜外国株式＞
外国株式MSCI-KOKUSAI

マザーファンド

＜外国債券＞
外国債券マザーファンド
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のむラップ・ファンド四半期レポート

＜当ファンドに係る費用＞＜お申込みメモ＞ （2025年10月現在）

各ファンドは、株式、債券およびREIT等を実質的な投資対象としますので、組入株式の価格下落、金
利変動等による組入債券の価格下落、組入REITの価格下落や、組入株式の発行会社、組入債券の発行
体および組入REITの倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落することがあります。ま
た、外貨建資産に投資しますので、為替の変動により基準価額が下落することがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失
が生じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。 

当ファンドの投資リスク ※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

＜当資料について＞●当資料は、ファンドのご紹介を目的として野村アセットマネジメントが作成したご参考資料です。●当資料は、信頼できると考えられる情報に
基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。●当資料中の記載内容、数値、図表等については、当資料作成時のものであり、
事前の連絡なしに変更されることがあります。●当資料中のいかなる内容も将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。
＜お申込みに際してのご留意事項＞●ファンドは、元金が保証されているものではありません。●ファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
●投資信託は金融機関の預金と異なり、元本は保証されていません。●投資信託は預金保険の対象ではありません。また、登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資
者保護基金制度が適用されません。●ファンドの分配金は、投資信託説明書（交付目論見書）記載の「分配の方針」に基づいて委託会社が決定しますが、委託会社の
判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。●お申込みにあたっては、
販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

投資スタイルに合わせて選べる
5つのファンド
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

のむラップ・ファンド

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社北海道銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社青森みちのく銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第1号 ○

株式会社北都銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第10号 ○

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○

株式会社山形銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第12号 ○

株式会社岩手銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第3号 ○

株式会社東北銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第8号 ○

株式会社七十七銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第44号 ○

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第38号 ○

株式会社山梨中央銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第41号 ○

株式会社八十二銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社清水銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第6号 ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社滋賀銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社池田泉州銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社南都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第15号 ○

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○

株式会社鳥取銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第3号 ○

株式会社広島銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社百十四銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社伊予銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社筑邦銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第5号 ○

株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社肥後銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社宮崎銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第5号 ○

株式会社琉球銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

株式会社西日本シティ銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社北日本銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第14号 ○

株式会社福島銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第18号 ○

株式会社東和銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第60号 ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

のむラップ・ファンド

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社長野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第63号 ○

株式会社静岡中央銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第15号 ○

株式会社あいち銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○ ○

株式会社名古屋銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第19号 ○

株式会社みなと銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第22号 ○ ○

株式会社トマト銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第11号 ○

株式会社徳島大正銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第10号 ○

株式会社高知銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第8号 ○

株式会社長崎銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第11号 ○

株式会社豊和銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第7号 ○

株式会社宮崎太陽銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第10号 ○

信金中央金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第258号 ○

朝日信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第143号 ○

岡崎信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第30号 ○

碧海信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第66号 ○

おかやま信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第19号 ○

第一勧業信用組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第278号 ○

近畿産業信用組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第270号 ○

労働金庫連合会 登録金融機関 関東財務局長（登金）第269号

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

池田泉州ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第370号 ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○

GMOクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第77号 ○ ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

めぶき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1771号 ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○

moomoo証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○

南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第25号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

のむラップ・ファンド

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第199号 ○

山和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第190号 ○

PayPay証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2883号 ○
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以下は、取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です｡

お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

のむラップ・ファンド

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

留萌信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第36号

青い森信用金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第47号

秋田信用金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第22号

高崎信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第237号

桐生信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第234号

北群馬信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第233号

足利小山信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第217号

大田原信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第219号

水戸信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第227号

埼玉縣信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第202号 ○

川口信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第201号

青木信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第199号

飯能信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第203号

千葉信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第208号

横浜信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第198号 ○

中南信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第195号

さわやか信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第173号 ○

東京東信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第179号 ○

亀有信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第149号

城北信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第147号 ○

瀧野川信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第168号

新潟信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第249号

新井信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第241号

長野信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第256号 ○

松本信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第257号

諏訪信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第255号

のと共栄信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第30号

はくさん信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第35号

福井信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第32号

しずおか焼津信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第38号

静清信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第43号

浜松磐田信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第61号

沼津信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第59号

三島信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第68号

富士信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第64号

岐阜信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第35号 ○

大垣西濃信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第29号

豊橋信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第56号

瀬戸信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第46号 ○

半田信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第62号
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以下は、取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です｡

お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

のむラップ・ファンド

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

豊川信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第54号

豊田信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第55号 ○

西尾信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第58号 ○

蒲郡信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第32号

北伊勢上野信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第34号

桑名三重信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第37号

湖東信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第57号

京都信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第52号 ○

京都中央信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第53号 ○

大阪信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第45号

大阪シティ信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第47号 ○

永和信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第43号

きのくに信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第51号

神戸信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第56号

姫路信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第80号 ○

尼崎信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第39号 ○

但馬信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第67号

米子信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第50号

水島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第48号

津山信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第32号

玉島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第30号

吉備信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第22号

備前日生信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第40号

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第44号 ○

西中国信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第29号

高松信用金庫 登録金融機関 四国財務局長（登金）第20号

観音寺信用金庫 登録金融機関 四国財務局長（登金）第17号

遠賀信用金庫 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第21号

北海道労働金庫 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第38号

東北労働金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第68号

中央労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第259号

新潟県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第267号

長野県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第268号

静岡県労働金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第72号

北陸労働金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第36号

東海労働金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第70号

近畿労働金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第90号

中国労働金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第53号

四国労働金庫 登録金融機関 四国財務局長（登金）第26号

九州労働金庫 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第39号
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以下は、取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です｡

お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

のむラップ・ファンド

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

沖縄県労働金庫 登録金融機関 沖縄総合事務局長(登金）第8号

株式会社イオン銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社常陽銀行
(委託金融商品取引業者 めぶき証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社八十二銀行
(委託金融商品取引業者 八十二証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

株式会社鹿児島銀行
(委託金融商品取引業者 九州ＦＧ証券株式会社)

登録金融機関 九州財務局長（登金）第2号 ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○
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